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第１部 平成２１年度活動報告 

自 平成 21 年 8 月 28 日  至 平成 22 年 3 月 31 日 

 

１） 日本の技術をいのちのために委員会は 8 月 28 日に発足し、以下の事業計画の下、

活動を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２） 委員会設立の広報 

日本の技術をいのちのために委員会 

平成 21 年度（２００９）事業計画書 

（自平成 21 年 8 月 28 日～至平成 22 年 3 月 31 日） 

 

1. 基本方針  

平成 22 年度以降の継続事業の計画を立案し、活動財政基盤の整備に注力する。また、当初

事業としての新聞全国紙広告の実現に向けて努力する。 

 

2. 継続事業の計画  

１） 委員会設立の広報  

本年度中に開催される医療機器関連学会において可能な限り多くの場で、｢日本の技術

を､いのちのために｡｣紹介のチラシ等を配付するなど、取り組み開始の事実をできる限り広く

周知する。 

２） 他団体との連携で集会を開催する  

｢日本の技術を､いのちのために｡｣の活動は、広く連携を組むことを基本姿勢とし、また初

年度は財政基盤も脆弱なため、既存の医療領域で活動実績のある NPO 法人などと連携を組

んで、シンポジウム、フォーラム、発表会等々の集会の主催者、共催者、後援者等々の立場を

適宜とって、委員会のコンセプトを広める努力を行う。 

３） 入会勧誘活動 

初年度は委員会財政基盤の確立のため、大口法人会員の獲得に向けて注力する。 

４） ウェブサービスの維持 

運動立ち上がり時点での密な情報発信のため、トピックス欄の頻繁な更改を目指す。 

 

3. 年度事業 

     全国紙への新聞広告の実現に向けて注力する。 

 

４．初年度計画の取り扱い 

日本の技術をいのちのために委員会定款 44 条により事業計画は総会の承認を必要と 

するが、初年度に限り、発起人と理事会の了解を得て執行するものとし、平成22年度総会におい

て、報告承認を得るものとする。 

平成 21 年 8 月 28 日 

日本の技術をいのちのために委員会 

理事長 妙中 義之    
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平成 21 年 8 月 28 日 国立循環器病センター（当時）において、設立のプレスリリースを行い

ました。同日、東京では、経済産業省記者クラブ、厚生労働省記者クラブならびに本郷記者ク

ラブに資料を配布しました。 

引き続き、新聞取材の働きかけ、各種雑誌類への投稿ならびに記事化の働きかけ、各種医

学系学会での PR、理事等が招聘された講演会等での PR など、可能な限りの場を捉えて広報

活動を行いました。 

 

① 新聞、TV 等マスメディア報道の例を以下に示します。全紙のウオッチングなどを行ってお

りませんので、漏れがあるかもしれません。会員の皆様から「○○に記事が出ていたよ」とお知

らせいただければ大変うれしいです。（info@inochinotameni.jp） 

  

2009 年 8 月 29 日 読売、日経 8 月 28 日プレスリリースを受けたもの 

2009 年 8 月 31 日 日刊工業  同上 

2010 年 1 月 4 日  週刊医学界 人工臓器特集のなかで 

2010 年 2 月 9 日  日刊工業 妙中理事長インタビュー 

2010 年 2 月 12 日 日経 核心インタビュー 

2010 年 2 月 25 日 読売 妙中理事長インタビュー 

2010 年 3 月 1 日  日刊工業 2 月 28 日シンポジウムの紹介産経関西ウエブ版 妙中理

事長インタビュー 

2010 年 3 月 7 日  読売 2 月 28 日シンポジウムの紹介 

2010 年 3 月 26 日 テレビ大阪・経済ドキュメンタリー「カイロスの微笑」 

 

カイロスの微笑は 1 時間を越える特別番組で、訴求力の高いものでした。番組の中では、日

本の技術をいのちのために委員会の活動自体にはそれほど触れられてはいませんが、「日本

の技術を、いのちのために。」の活動を通じて広く皆さまのご理解を得たいと願っていることが、

余すところ無く述べられていたと思います。 

テレビ大阪のご承諾を得て DVD コピーを作成中です、追ってお送りしましたので、ぜひご覧

になってください。 

 

② 雑誌報道の例 

2009 年 11 月   ロハスメディア 広告 

2009 年 12 月 7 日 日経ビジネスに妙中理事長のコメントが掲載 

2010 年 1 月 5 日  新医療 巻頭言 

2010 年 3 月    メディカルクオール 2 月 28 日シンポジウムが紹介 

 

ロハスメディアの広告は、相当なお金がかかりましたが、その全額を使途指定寄付金として

日本メドトロニクス株式会社様から頂いて実現しました。後はすべて取材記事です。 

メディカルクオールは、2 月 28 日のシンポジウム主催者である健康医療開発機構への取材だ

けで、当方には取材が無かったのですが、正確な内容で、日本の技術をいのちのために委員
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会の趣旨が伝わっており、うれしいものでした。 

 

③ 学会等での PR 

2009 年 10 月 29 日 医療クラスター研究会第 2 回シンポジウムで PR 

2009 年 11 月 13、14 日 人工臓器学会（新潟）で PR  

  

 

 

 

前日 11 月 12 日に現地入りし、大会事

務局から大きなパネルを準備いただき、

ポスターをはりました。 

妙中先生はいくつもの

セッションで座長をやり

講演をして、その上、展

示会場で企業の方に日本

の技術をいのちのために

委員会入会勧誘と大車輪

の活躍で、ようやくスナッ

プをとりました。 
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副会長の巽先生はついに声をかけ

そびれ、発起人の澤先生と梅津先

生には、「日本の技術を、いのちの

ために。」の PR をしっかりとやっ

ていただきました。 

梅津研の皆さんにも協力いただき

ました。良いことに、展示会場入

り口横の大変目立つブースでした。

通りがかった東京女子医大の山

嵜先生も看板の前に立ってもら

いました。 

ほかにもいっぱい写真がありま

す。今後、間をおかずにホーム

ページにあげるようにいたしま

す。 
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④ 講演会等での PR 

2009 年 9 月 9 日  大阪商工会議所医療機器ビジネス参入促進セミナーで PR 

2009 年 10 月 19 日 経産省医福室主催の研究会で活動報告 

2010 年 02 月 05 日  日本公定書協会の第 72 回薬事エキスパート研修会にて PR 

    

 

３） 他団体との連携での活動 

医療という広い世界には、今、実に多彩で多数の様ざまな集まりが活動を繰り広げています。

日本の技術をいのちのために委員会もまた、何から何まで自分ひとりの力でやろうとするので

はなく、できるだけたくさんの団体や活動グループと連携を取って行きたいと考えています。初

年度の活動は以下のようでした。 

 

① ＮＰＯ健康医療開発推進機構に活動の連携のお願いにあがったところ、年 1 回のシンポジ

ウムの企画検討の時期にあたり、即決でシンポジウムのテーマを「日本の技術を、いのちのた

め。」としていただくことになりました。 

これは思いもかけないありがたいことで、大きなイベントで「日本の技術を、いのちのため

に。」をアピールする機会が得られました。東京側事務局の中野と日吉が、健康医療開発機構

のステアリングコミッティーの皆様と一緒にシンポジウムの企画を練りました。 

平成 22 年 2 月 28 日 

学術総合センター一ツ橋記念講堂 

にて、産学官民が会するシンポジウムが開催されました。 

次の 2 ページは、シンポジウム開催案内のパンフレットです。シンポジウムの詳細は 

http://www.tr-networks.org/usr/ＮＰＯ-usr-303.html におって掲載されると思われますが、

健康医療開発機構（http://www.tr-networks.org/）（info@tr-networks.org）にお問い合わせく

ださい。 

 

 

 

 

 

 

 

                       

健康医療開発機構のシンボルマークです。 
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いうまでもなく土屋先生以外は、日本の技術をいのちのために委員会の理事と発起人です。

あいにく澤先生は海外出張で急遽欠席となりましたが、委員会設立の趣旨と「日本の技術を、

いのちのために。」の運動への参加呼びかけを行うことができました。 

このような大型のイベントは、まだまだ委員会の自力では開催できませんので、次年度以降も

連携の道を探っていきたいと思います。 

当委員会の上部組織であるＮＰＯ医工連携推進機構には、当委員会を代表して日吉理 

事が活動に参加しています。本機構では今後の活動の柱となっていく医工連携コーディネー

ターの全国協議会を設立させました。たが、その設立総会で当委員会の活動趣旨を説明し、

連携を図ることとなりました。 

日本の技術をいのちのために委員会のシンボルマーク（united heart）とロゴが入った CD を

会員にはお配りしておりますが、この全国協議会に参加の第 3 セクターほか公的な機関にも協

力を申し出てくださったところにはお送りすることとしました。 

 

③ 当委員会の設立のきっかけとなる場を提供し、運営会議メンバーとして当委員会活動の推

進に参画いただいている大阪商工会議所では、主催する医療機器産業活性化に向けた催し

ものにおいて、繰り返し当委員会の PR をしていただいています。 

特に平成 22 年 2 月 23 日から 25 日の間に開催された World Forum KANSAI for 

BIO/MEDICAL Device in Kansai 2010――医療機器、診断機器、計測分析機器 開発促進の

ための国際フォーラム・イン・関西においては、参加諸外国に向けても PR の機会がありました。 

 

 



日本の技術をいのちのために委員会年次報告書 

 １０

４） 入会勧誘活動 

当委員会の趣旨からして、医療機器を業としていない異業種産業領域企業の経営トップ層

に対して、その企業の有する優れた技術を医療機器領域に向けることの意義を説いていき、そ

の結果として入会いただくことは、まさしく、当委員会の主たる活動のひとつと考えています。 

初年度では、活動基盤確立のため、趣旨の理解と賛同の得られやすい大手医療機器メー

カーにまず働きかけを行いました。折からの世界的経済不振に加えて円高ドル安による輸出

収益減少という厳しい収益環境の下でも、貴重な大口会員として入会いただき感謝にたえま

せん。非医療機器産業の企業においては、上記経済不振の影響が本業に及んでおり、当委

員会の趣旨には賛同しても支援の余裕がないとする企業が多く、入会勧誘活動はきわめて厳

しいものでした。 

そのなかで、一部の中小企業におかれて当委員会の趣旨に強く賛同し意欲的な姿勢を示

していただく企業が次々をお声をかけてくださいました。しかし、大手企業と並んで一口 10 万

円の正会員になるにはためらいがあり、一口 5 万円の賛助会員としてご入会されるところとがほ

とんどでした。 

このような意欲的な中小企業の皆さんには、当委員会の正会員として活動の推進に踏み込

んでいただきたいものと考え、会費規約の変更を総会に諮ることとしました。（中小企業向け

0.5 口（5 万円）で正会員とするよう特例の制定へ） 

 

５） ウェブサービスの維持 

株式会社博報堂のご支援を得て、日本の技術をいのちのために委員会設立の日にあわせ

てウェブサイトを開示することができました。また、財団法人医療機器センターのご支援を得て

ウェブサイトの技術的な維持管理を行いました。 

ホームページの内容としては、トピックス欄が設けられており、その日々更新が繰り返し見に

来ていただくことの要諦となるが、時宜を得た頻繁な更新に課題を残しました。次年度は更新

の活性化を重点課題として取り組むこととします。 

 

６）新聞広告の実施 

単年度事業として、新聞広告の実施を当初からの活動目標としておりました。委員会設立前の

準備段階では大口加入いただく法人会員会費をあてることを考えて、加入勧誘活動と広告費

用募金活動を同時に開始しましたが、ご意見としては、会費は継続的な活動にあてて、新聞広

告のためには別途寄付金を募るべきとのお考えが強く、その趣旨に沿った活動に転換いたし

ました。また、低迷する経済環境の影響も大きく、広告に必要な資金は到底募ることができない

と判明しました。 

あくまでも初年度中に、委員会立ち上げの全国的な PR のため全国紙に掲載したいとの関係

者の熱意とご尽力により、３月７日読売新聞において掲載することができました。次ページがそ

の写しです。 

 

 

 



日本の技術をいのちのために委員会年次報告書 

 １１
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第２部 平成２２年度活動計画 

自 平成 22 年 4 月 1 日 ～ 至 平成 23 年 3 月 31 日 

 

 

１） 基本方針  

日本の技術をいのちのために委員会の取り組みに対する社会的認知度を高めるために有

効と思われる施策を精力的に実施します。 

 

２） 継続事業の計画  

① 委員会自体の広報の継続  

前年度同様に、本年度中に開催される医療機器関連学会において可能な限り多くの場で、

｢日本の技術を､いのちのために｡｣紹介のチラシ等を配付するなど、取り組み開始の事実をで

きる限り広く周知する努力を継続します。 

正会員、賛助会員の方々にもこの周知活動に参加いただけるような企画を打ち出してゆき

ます。 

 

② 他団体との連携  

前年度同様に、｢日本の技術を､いのちのために｡｣の活動は、広く連携を組むことを基本姿

勢とし、いたずらに財政規模の拡大を求めず、既存の医療領域で活動実績のあるＮＰＯ法人

などと連携を組んで、シンポジウム、フォーラム、発表会等々の集会の主催者、共催者、後援

者等々の立場を適宜とって、本委員会の趣旨を広める努力を継続します。 

現在特に緊密な連携をとっているのは下記の３つです。 

  ＮＰＯ医工連携推進機構 

  ＮＰＯ健康医療開発機構 

  医療機器産業研究所（（財）医療機器センターに付置されている民間拠出金によるシン

クタンク） 

今後の課題として、学会のとの連携も深める必要があります。 

 

③ 入会勧誘活動と企業経営層への働きかけ 

初年度に引き続き、当委員会財政基盤の確立のため、長期にわたり継続参加いただける法

人会員の獲得に向けて注力するとともに、個人賛助会員の裾野拡大に努めます。 

法人正会員の獲得は、単に経済的な動機よりも、経営トップとの直接対話を通して、様々の

異業種企業が医療機器産業を理解し支援する風土作りを目指す意義が重要であり、それは

本委員会活動の基幹的な活動と考えます。 

また既に入会いただいた企業におかれても、経営トップの交代等があった場合には、新しい

トップとの面談、働きかけも重要な活動となる。事務局や運営会議メンバーによる日常的な裾

野拡大の入会勧誘活動に加えて、理事長が経営トップ層と面談いただける機会を恒常的に

探っていき、機会を逃さないように活動します。 
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④ ウェブサービスの維持と活用 

トピックス欄の頻繁な更改を達成すると共に、新たなコンテンツ作成のための計画（内容と資

金計画）の作成を目指します。本委員会の特徴を出しながら、繰り返し見ていただけるような情

報提供と交流の場となるようなホームページつくりを目指します。 

 

⑤ 生活者との広汎な連携活動の具体化 

医療機器によって命を救われ、または QOL の向上を達成している患者の団体との連携に

向けて具体的な活動に着手します。わけても、真に患者・家族のためになるような、薬事法、

PL 法等、新規医療機器の開発と円滑な供給のためにあるべき法規制の姿について、対話の

場を持ち、患者・家族の声を本委員会活動の中で情報発信できるような企画を追及します。 

 

⑥ 顕彰事業の具体化 

継続的な表彰の計画の具体化を検討します。ただし、まだまだ自主事業を起こすだけの体

力はないと考えますので、他団体との連携を深める中で具体化します。今年度は以下に述べ

る年度事業で展開はかります。 

 

 

３） 年度事業の計画 

 

① 産経新聞「命のものづくり大賞」事業との連携 

産経新聞社の主催事業として先端医療機器開発企業を顕彰する制度が創設されることとな

り、日本の技術をいのちのために委員会に対し後援と協力が求められました。本委員会はこれ

に協力し、審査をになうこととします。 

 

② 生活者意識の調査への取り組み 

患者・家族の皆さんはさておき、今健康な生活者が医療機器をどう見ているか。新規先端医

療機器開発のために材料・部品を積極的に供給してくれる企業に対して、省エネ省資源同様

企業の社会的責任を果たすものとして、消費者の立場から高い評価が寄せられる輿論をどの

ようにして形成していくことができるかを考えるとき、まずは意識調査を行いたいという考えは本

委員会設立の当初からありました。 

意識調査の目的は、言うまでもなく「日本の技術を、いのちのために。」の輿論形成につなが

るものであることを目指しますから、調査の方法、内容について、調査費用の調達もさておき、

慎重な検討が必要となります。十分な理解に基づかない感覚的な世論（public sentiment）を

測ったのでは、上記のような輿論（public opinion）の形成に対して逆効果にしかならないとの危

惧する考えもあります。 意識調査の取り組みについて、慎重綿密な検討にとりかかることとし

ます。 

今日、薬事法関連の規制緩和の声が高まっているが、さまざまの立場からの発言が見られ

る。本委員会では、広く国民全般、生活者の視線に立った、暮らしの安全安心を確保につな
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がる法規制等のあり方を、さまざまな立場からの議論を起こすきっかけとなるような調査を目指

します。  

 

③ 国、研究者との連携による世論喚起の取り組み 

最近国は科学技術振興に加え社会技術振興の取り組みも始めている。医療というサービス

産業がどのように社会に寄与しているかについて科学的な解析をしようという研究提案も受け

入れられる土壌が醸成されてきています。科学的解析には、机上のものではなくもっぱら実証

的なものが求められるので、研究遂行の形として、患者・家族・健康な一般人とのふれあいの

場も企画可能と目されます。 

そこで、当委員会は、上記の趣旨の研究テーマで国の研究費を求める研究者と連携を図る

こととします。研究者の、本委員会の趣旨「日本の技術を、いのちのために。」を基盤とした国

の研究プログラムへの参画実現を応援し、研究推進に連携してゆきます。 

 

 

その他 お知らせ 

上述の通り、平成２２年６月２９日に開催された第１回日本の技術をいのちのために委員会

総会において、中小企業に限り一口５万円で正会員として加入いただけるように定款に特例を

もうけました。これまで賛助会員として入会いただいていた中小企業の皆様にも正会員として

本委員会の運営に積極的に参加いただきさらに会員数を増やすきっかけとしたいと思います。

どうぞよろしくお願いいたします。 

 

                                                   以 上  
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